
  

平成 17年 12月 27日変更 

独立行政法人土木研究所が達成すべき業務運営に関する目標 

 独立行政法人土木研究所（以下「研究所」という。）は、土木に係る建設技術（以下「土木技術」とい
う。）に関する調査、試験、研究及 び開発並びに指導及び成果の普及等を行うことにより、土木技術の向
上を図ることを目的とする機関であるが、効率的に業務を運営するという独立行政法人化の 趣旨を十分踏
まえつつ、本中期目標に従い、研究成果の社会への還元等を通じて質の高いサービスを提供することによ
り、良質な社会資本の効率的な整備の推進 に貢献し、国土交通政策に係るその任務を的確に遂行するもの
とする。 

1．中期目標の期間 

中期目標の期間は平成 13年 4月 1日から平成 18年 3月 31日までの 5年間とする。 

2．業務運営の効率化に関する事項 

 研究所の業務の運営に際しては、以下の各事項に関し具体的措置を講ずることにより、効率化を図るこ
と。 

（1）組織運営における機動性の向上 

研究ニーズの高度化、多様化等の変化に機動的に対応し得るよう、柔軟な組織運営を図ること。 

（2）研究評価体制の構築と研究開発における競争的環境の拡充 

 効果的な研究及び技術の開発（以下「研究開発」という。）を行うため、研究開発に対する所要の評価
体制を整えること。また、競争的資金等外部資金の活用を拡充すること。  

（3）業務運営全体の効率化 

 研究業務その他の業務全体を通じて、情報化・電子化を進めるとともに、外部への委託が可能な業務を
洗い出し、アウトソーシングを図ることにより、高度な研究の推進が可能な環境を確保すること。 
 特に、一般管理費（人件費、公租公課等の固定的経費を除く。）について、本中期目標期間中における
当該経費の総額を初年度の当該経費に 5を乗じた額に比べて 2.4％程度抑制すること。  

（4）施設、設備の効率的利用 

 研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、一定の基準の下に、外部
の研究機関の利用に供しうる体制を整えること。  
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3．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（1）研究開発の基本方針 

 研究所は、独立行政法人土木研究所法（平成 11年法律第 205号）第 3条に定められ た目的を達成す
るため、以下の基本方針に沿って研究開発を行い、優れた成果の創出と社会への還元を果たすよう国家
的・社会的ニーズを踏まえた研究やその将 来の発展に向けた基盤的な研究等の任務を遂行すること。 

①土木技術の高度化及び社会資本の整備・管理に必要となる研究開発の計画的な推進
我が国の土木技術の着実な高度化のために必要な基礎的・先導的研究と、良質な社会資本の整備・管理

のために解決が必要な研究開発を計画的に進めること。なおその際、現在の取り組みは小さいが、将来の
発展の可能性が想定される研究開発についても積極的に実施すること。 

②社会資本の整備・管理に係る社会的要請の高い課題への早急な対応
社会資本の整備・管理に係る現下の社会的要請に的確に対応 するため、研究所の行う研究開発のうち、

以下の各項に示す課題に対応する研究開発を重点的研究開発として位置付け、重点的かつ集中的に実施す
ること。その 際、本中期目標期間中の研究所の総研究費（外部資金等を除く）の概ね 40％を充当するこ
とを目途とする等、当該研究開発が的確に推進しうる環境を整え、そ れぞれ関連する技術の高度化に資す
る明確な成果を上げること。 
 なお、中期目標期間中に、社会的要請の変化等により、以下の各項に示す課題以外に早急に対応する必
要があると認められる課題が発生した場合には、当該課題に対応する研究開発についても、機動的に実施
すること。 
ア）安全の確保 
 地震、土砂災害、有害化学物質による環境汚染等に対して国民の安全性を確保するために必要な研究開
発を行うこと。 
イ）良好な環境の保全と復元 
 自然環境や地球環境問題に対する国民の強いニーズに対応し、河川・湖沼等における良好な自然環境を
保全・復元するために必要な研究開発を行うこと。 
ウ）社会資本整備の効率化 
 少子高齢化社会の到来、厳しい財政状況等を踏まえ、社会資本の効率的な整備、保全及び有効利用を図
るために必要な研究開発を行うこと。 

（2）他の研究機関等との連携等 

 研究所が行う研究の関係分野、異分野を含め、国内外の公的研究機関、大学、民 間研究機関等との共同
研究や人事交流等を拡充し、より高度な研究の実現と研究成果の汎用性の向上に努めること。国内におけ
る共同研究については、その件数 を本中期目標の期間以前の 5年間に比べ 10％程度増加させること。 

（3）技術の指導及び研究成果の普及 

①技術の指導
独立行政法人土木研究所法第 14条により国土交通大臣の指示があった場合の他、災害その他の技術的

課題への対応 のため、外部からの要請に基づき、若しくは研究所の自主的判断により、職員を国や地方公
共団体等に派遣し所要の対応に当たらせる等技術指導を積極的に展開 すること。 



②研究成果の普及
研究成果の効果的な普及のため、国際会議も含め関係学会での報告、内外学術誌での論文掲載、研究成

果発表 会、メディアへの発表を通じて広く普及を図るとともに、外部からの評価を積極的に受けること。
併せて、研究成果の電子データベース化により外部からのアク セシビリティーを向上させること。また、
（1）②の重点的研究開発の成果については、容易に活用しうる形態、方法によりとりまとめること。 

（4）国際的活動の推進 

 水関連災害とその危機管理に関しては、３．（１）、（２）、（３）に基づき国際的な活動を積極的に
行うこと。 

4．財務内容の改善に関する事項 

 運営費交付金等を充当して行う業務については、「2．業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項
について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。 

5．その他業務運営に関する重要事項 

（1）施設及び設備に関する計画 

 施設・設備については、2．（4）により効果的な利用を図るほか、業務の確実な遂行のため計画的な整
備・更新を行うとともに、所要の機能を長期間発揮し得るよう、適切な維持管理に努めること。 

（2）人事に関する事項 

 高度な研究業務の推進のため、必要な人材の確保を図るとともに、人員の適正配置により業務運営の効率
化を図ること。 


